



























































































































































of Appeal）と呼ばれていた）によりイギリスの上議院（House of Lords）と枢密院（Privy Coun-







































































































































































































































































































































































































































センス申請が必要である）。しかし，毎年更新する商業登記証（Business Registration Certifi cate）
上に記載するために，予め，主な業務だけは決定しておくのが一般的である。
④　株主の責任
　株主の責任は有限であり，また，株主の責任は所有している株式の払込未了の部分を限度とする
ことを記載しなければならない（10）。
⑤　株式の出資金等
　香港においては株主は自分の引き受けた株式の出資金を分割して支払うことが認められている。
そして，会社の定款には，会社が設立ときに発行する株式総数，設立時の株主が引き受けた株式の
数，設立時の株主が引き受けた株式について，払い込んだ金額及び未払い金額（未払い金額がある
場合），種類株式を発行する場合，当該種類株式に関する上記の内容を記載しなければならない（11）。
　また，香港においては最低資本金制度がないので，資本金は１香港ドル以上であれば認められる。
他方，香港においては授権資本制が認められることから，絶対的記載事項ではないが，会社が任意
に発行することができる株式の上限（授権資本）を会社の定款に記載することができるとされ
る（12）。
　なお，法律の適用問題については，2014年改正香港「会社条例」の前に存在している会社に対し
ては，2014年改正香港「会社条例」を適用せずに定款を修正しなくても認められるが，その場合は，
「基本定款」と「付属定款」が会社の定款とみなされることになる。
【追記】
　本稿は，朱大明著『香港会社法』中国，法律出版社，2015年刊行の著者自身による日本語訳の一
部である。本研究計画推進のための資料として掲載する。なお，原著においては，中国人読者を対
象として豊富な注記が施されているが，本稿では，関連条文の指摘のみを注記の対象とした。
（10）　香港「会社条例」83条，84条。
（11）　香港「会社条例」85条１項。
（12）　香港「会社条例」85条２項。
